
議案第５２号

あきる野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和４年９月１３日

提出者 あきる野市長 中 嶋 博 幸

提案理由

国の非常勤職員の育児休業の取得要件が緩和されることなどから、市と国等との間に権衡

を失しないよう規定を整備する必要がある。

あきる野市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

あきる野市職員の育児休業等に関する条例（平成７年あきる野市条例第１７号）の一部を

次のように改正する。

第２条第１号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であって、次のい

ずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「いう。）」の次に「（当該子の出生の日

から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末日

から６月を経過する日、第２条の４の規定に該当する場合にあっては当該子が２歳に達する

日）」を加え、「引き続き」を「引き続いて」に改め、同号イを次のように改め、同号ウ及

びエを削る。

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員

（ア） 当該非常勤職員の養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」と

いう。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場

合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日。以下この（ア）において

同じ。）において育児休業をしている非常勤職員であって、同条第３号に

掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとするもの

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている場合

であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて任用さ

れることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末

日の翌日又は当該任用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとするもの

第２条の３第３号ア及びイ以外の部分を次のように改める。

１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に掲げる場合

のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休



業をしている場合であって第３条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに

掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲

げる場合に該当する場合） 当該子の１歳６か月到達日

第２条の３第３号イを同号ウとし、同号ア中「（当該非常勤職員が」の次に「前号に掲げ

る場合に該当して」を、「当該配偶者が」の次に「同号に掲げる場合又はこれに相当する場

合に該当して」を加え、同号アを同号イとし、同号にアとして次のように加える。

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に

該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業

の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なる

ときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこ

れに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等

育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとする場合

第２条の３第３号に次のように加える。

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがない場合

第２条の４各号列記以外の部分を次のように改める。

育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に達するまでの子

を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子につ

いてこの条の規定に該当して育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に

該当するときは第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情

がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）とする。

第２条の４第２号を同条第３号とし、同条第１号を同条第２号とし、同号の前に次の１号

を加える。

（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者が

この条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする

場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を

育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合

第２条の４に次の１号を加える。

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間において

この条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合

第２条の５を削る。

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条第８号中「その

任期」を「任期を定めて任用された職員であって、当該任期」に、「非常勤職員が、当該育

児休業に係る子について、当該任期が」を「ものが、当該任期を」に、「に引き続き」を



「引き続いて」に、「当該任期の末日」を「当該育児休業に係る子について、当該更新前の

任期の末日」に、「当該引き続き任用される」を「当該任用の」に改め、同号を同条第７号

とし、同条の次に次の１条を加える。

（育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間）

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間は、育児休業に係る子の出

生の日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間とする。

第６条中「引き続き」を「引き続いて」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日前に育児休業計画書を提出した職員に対するこの条例による改正前

のあきる野市職員の育児休業等に関する条例第３条（第５号に係る部分に限る。）の規定

の適用については、なお従前の例による。



あきる野市職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表（議案第５２号資料）

は改正部分を示す

改正後（案） 現行

あきる野市職員の育児休業等に関する条例 あきる野市職員の育児休業等に関する条例

（趣旨） （趣旨）

第１条 （略） 第１条 （略）

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員と

する。

（１） 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの以外の非常勤

職員

（１） 次のいずれかに該当する非常勤職員 以外の非常勤

職員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

（ア）当該非常勤職員の養育する子（育児休業法第２条第１項に規定

する子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１

歳６か月到達日」という。）（当該子の出生の日から第３条の２

に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては当該

期間の末日から６月を経過する日、第２条の４の規定に該当する

場合にあっては当該子が２歳に達する日）までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること

及び引き続いて任用されないことが明らかでない非常勤職員

（ア）当該非常勤職員の養育する子（育児休業法第２条第１項に規定

する子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日（以下「１

歳６か月到達日」という。）

までに、その任期（任

期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了すること

及び引き続き 任用されないことが明らかでない非常勤職員

（イ）勤務日数を考慮して、市規則で定める非常勤職員 （イ）勤務日数を考慮して、市規則で定める非常勤職員

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（当該非常

勤職員の養育する子が１歳に達する日（以下この号及び第２条の３

において「１歳到達日」という。）（当該子について当該非常勤職

員がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後



である場合にあっては、当該末日とされた日）において育児休業を

している非常勤職員に限る。）

（ア）当該非常勤職員の養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到

達日」という。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の

３第２号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該

末日とされた日。以下この（ア）において同じ。）において育

児休業をしている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場

合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとするもの

（イ）その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了

後引き続いて任用されることに伴い、当該育児休業に係る子に

ついて、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該任用の日を育

児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの

ウ 第２条の４に規定する場合に該当する非常勤職員（当該非常勤職

員の養育する子の１歳６か月到達日において育児休業をしている非

常勤職員に限る。）

エ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしてい

る非常勤職員であって、当該育児休業に係る子について、当該任期

が更新され、又は当該任期の満了後に引き続き任用されることに伴

い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き任用される日を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略）

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者） （育児休業法第２条第１項の条例で定める者）

第２条の２ （略） 第２条の２ （略）



（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日）

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３） １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、

次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に

掲げる場合に該当して育児休業をしている場合であって第３条第７号

に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当する場

合、市長が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に

該当する場合） 当該子の１歳６か月到達日

（３） １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職

員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同

号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日と

された日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なると

きは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間

においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該

任期が更新され、又は当該任期の満了後に引き続き任用されるもの

にあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き任用される

日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合で

あって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき 当該子の１歳

６か月到達日

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号

に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日

と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、その



いずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれ

に相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当

該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶

者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）において地方等育児休業をしている場合

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が する育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶

者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が

する地方等育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）において地方等育児休業をしている場合

ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的

な勤務のために特に必要と認められる場合として市規則で定める場合

に該当する場合

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的

な勤務のために特に必要と認められる場合として市規則で定める場合

に該当する場合

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業を

したことがない場合

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月か

ら２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合

のいずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児

休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月か

ら２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か

月到達日の翌日（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条に掲

げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休

業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の



２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情が

ある場合にあっては同号に該当する場合）とする。

満了後に引き続き任用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き任用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するときとす

る。

（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤

職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に

該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休

業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとする場合

（２） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日に

おいて育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該

子の１歳６か月到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳６か月到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合

（１） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日に

おいて育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該

子の１歳６か月到達日（当該配偶者がする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳６か月到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合

（３） 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすること

が継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として市規則で定

める場合に該当する場合

（２） 当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすること

が継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として市規則で

定める場合に該当する場合

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の 1歳６か月到達日後

の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない

場合

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間）

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間は、育児

休業に係る子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期

間とする。

（中略） （中略）



（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） （育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

（５） 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業に係

る子について既にしたものを除く。）の終了後、３月以上の期間を

経過したこと（当該育児休業をした職員が、当該育児休業の承認の

請求の際育児休業により当該子を養育するための計画について育児

休業計画書により任命権者に申し出た場合に限る。）。

（５） 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したこ

とその他の育児休業の終了時に予測することができなかった事実が生

じたことにより当該育児休業に係る子について再度の育児休業をしな

ければその養育に著しい支障が生じることとなったこと。

（６） 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したこ

とその他の育児休業の終了時に予測することができなかった事実が

生じたことにより当該育児休業に係る子について再度の育児休業を

しなければその養育に著しい支障が生じることとなったこと。

（６） 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること。 （７） 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること。

（７） 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしているものが、当該任期を

更新され、又は当該任期の満了

後引き続いて任用されることに伴い、当該育児休業に係る子につい

て、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該任用の 日

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。

（８） その任期 の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員が、当該育児

休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期の満了

後に引き続き任用されることに伴い、当該任期の末日

の翌日又は当該引き続き任用される日

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとすること。

（育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間）

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の条例で定める期間は、育児休

業に係る子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間

とする。



（中略） （中略）

（職務復帰後における号給の調整） （職務復帰後における号給の調整）

第６条 育児休業をした職員（非常勤職員を除く。）が職務に復帰した場合

において、他の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児

休業の期間を２分の２以下の換算率により換算して得た期間を引き続いて

勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

初の職員の昇給を行う日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。

第６条 育児休業をした職員（非常勤職員を除く。）が職務に復帰した場合

において、他の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児

休業の期間を２分の２以下の換算率により換算して得た期間を引き続き

勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

初の職員の昇給を行う日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。

（以下略） （以下略）


